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復興・明暗
木村拓郎

秋に神戸で学会大会
特定論題に「震災 15年」

　日本災害復興学会は

2010 年の学会大会を神戸

市灘区の神戸大学を会場に

して開催することを決め準

備に入った。

　大会期間は 10 月 16 日、

17 日の 2 日間。

　今年は阪神・淡路大震

災から 15 年の節目の年で

もあることから、この大震

災の経験から生まれた活動

や、近年になってようやく

気付かれ出した課題などに

ついても取り上げる方向で

プログラムづくりが進んで

いる。

　大会 2 日目の午前に設

定した「特定論題セッショ

ン」は「震災 15 年」をテー

マに、この 15 年間に積み

残されてきた課題や、新た

に明らかになった問題など

について、その原因、今後

の備えなどに関する研究発

表・討論を行う。

　学会大会は、2008 年に

は東京大学を会場に、また

2009 年は中越地震 5 年を

　先日、岩手・宮城内陸地

震で被災した耕英地区の2

周年記念行事に参加してき

ました。イベントには100

人以上の関係者が集まり、

なかなか盛況でした。

　式典の中では耕英地区

で作成した記録誌も披露

され、1000部の本は3日

間で完売。これにはみんな

ビックリ。あまりにも反響

が大きいので急きょ増刷と

なりました。避難指示解除

から1年、収穫は今年も災

害前の状況には戻らず、災

害前の状態に戻るには後1

年はかかりそうです。

　このような状況下、開拓

三世はイワナの燻製の商品

化に成功、また新しい品種

の花卉栽培にも挑戦、結構

明るい話題もありました。

　さて、もう一つの被災地

である花山地区。こちらは

明るい話題はあまり多くな

さそうです。ダム湖に沈ん

だままの旅館は、今もって

営業再開の見通しがまった

く立っていません。また被

災した集落の中には約30

軒あった住宅が三分の一に

なってしまうところがあり

ます。住民は例によって高

齢者ばかりで、地域再生と

いっても何をどうして良い

のか、分からないといった

感じです。

　耕英地区は、全員が山に

戻りパワフルに仕事を再

開。その原動力は開拓魂で、

最近の災害では珍しいケー

スです。ひょっとすると復

興の優等生になるかも。一

方の花山地区の方がよくあ

りがちなケースと言えるで

しょう。

　その意味で花山の今後に

関心を持っていただきたい

のと、美味しいお蕎麦とき

れいな景色、歴史的な施設

もあるので是非一度訪ねて

いただければと思います。

その時は良い知恵を持参す

ることも忘れずに。

（減災・復興支援機構）

迎えた新潟県長岡市の長岡

技術科学大学などを会場に

開催した。いずれもこれ

まで起こった自然災害と今

後発災が想定される災害を

テーマに、最新の研究が明

らかにされ、活発な討論も

行われた。

　大会プログラムなどは学

会ホームページに最新の情

報が明らかにされている。

（2面に関連記事）
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　日本災害復興学会の神戸

大会は 10 月 16、17 の両

日、神戸市灘区の神戸大学

キャンパスで開催する。7

月 20 日現在の主なプログ

ラムは次の通り。 

　16 日は 12 時 20 分から

開会、自由論題セッション

が I、II と続き、18 時から

懇親会がある。

　17 日は午前中に「特定

論題（「震災 15 年」）セッ

ション、午後はポスター

セッションがあって、14

時からシンポジウム「震災

障害者のいま」が開かれる。

　このシンポジウムは阪神

大震災によって大きな障

害を受け、その後遺症に悩

みながらも、ほとんどの救

援策の対象ともならなかっ

た人たちのことを考えよう

という企画。15 年たった

2010 年度にようやく兵庫

県、神戸市が実態調査に取

り組み出した。大会会場は

神戸大学工学部教室、百年

記念会館など。

　また、15 日 14 時から

震災復興KOBEエクスカー

ションとして、被害の大き

かった神戸市西部の長田区

をまちあるきしながら、復

興の光と影を実感してもら

「震災障害者」を考えよう
神戸大会のプログラム

う企画もある。

　さらに 16 日 10 時から

は世代間をバトンリレー

しながら震災の記憶、災害

各地の被災者、ボランティ

ア活動など、さまざまな人

とものをつないできた、学

生ボランティアグループが

「学生ボランティのこれま

でと課題」をテーマにシン

ポジウムを開く。

委員長に塩崎教授、
副委員長は北後教授
神戸大会実行委員会が発足

　学会神戸大会を企画、運

営する「神戸大会実行委員

会」がこのほど発足し、準

備作業に取り組んでいる。

　委員長に塩崎賢明神戸大

学大学院教授、副委員長に

都市安全研究センターの北

後明彦教授が就任した。

　メンバーは主に兵庫県、

大阪府に勤務・居住する研

究者などで、第 1 回目の

実行委員会では会場となる

神戸大学のキャンパスの見

学が行われ、大会プログラ

ムについて議論が行われ

た。

　今年の 4 月に「一般社

団法人減災・復興支援機構」

を立ち上げました。

　長年防災対策に係わって

いると誰でも感じることで

すが被害軽減のための最終

的な対策は「啓発活動」な

のです。一方で不幸にも被

災してしまったとき多くの

人たちが生活復興問題で苦

労しています。現在、この

ような人たちを支援する恒

久的な組織がありません。

そこで気がついてみると私

の友人には多くの被災地で

すでに支援活動を経験して

いる仲間がいました。

　この仲間は、被災地を支

援するプロセスで生活再建

や減災について多くのノウ

ハウを蓄積しました。国内

では数少ない貴重な人材で

す。この多くの知見を持っ

ている人たちと新しい組織

を作ろう、それが新団体の

誕生の経緯です。

　今後は、持続可能な組織

づくりを行っていきたいと

思っていますのでご協力を

よろしくお願いします。

　まずは、ホームページを

見てください。

h t t p : / / www . g e n s a i -

hukkou.net/ 

（木村拓郎 / 減災・復興支

援機構理事長）

減災・復興支
援機構が誕生
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　岩手・宮城内陸地震から

2 年が過ぎた。応急仮設住

宅等にはまだ入居者がいる

が、避難勧告が解除されて

いない 1 世帯を除いて、7

月中には返還しなければな

らない。

　復興住宅2棟はまだ建設

中で、入居予定者はさらに仮

住まいをしなければならな

いのではと心配している。

　復興住宅入居希望者は

もっといたのだが、入居条

件に合った世帯は最終的に

2 世帯となった。

　入居条件を公表し、希望

を募ったわけではないの

で、復興の会として入居条

件等について意見を言う機

会もなかった。すべて個別

にあたったようだ。

　しかも、昨年のうちに仮

設等入居者に対して、今後

の生活再建方向についての

アンケート（その中に住宅

再建についての質問、復興

住宅への入居希望の質問あ

り）をしておきながら、実

際に動き始めたのは新年度

になってからだ。

　それまで、「入居希望」

と回答した世帯は入れると

思っていたに違いない。仮

設住宅返還間近になって、

入居できなくなった世帯は

急きょ別の選択を迫られた

ことになる。

　一度栗原市花山総合支所

に、上記の問題が出ないよ

が、本庁の関係各課の入居

条件についての意見がまと

まらず遅れているとのこと

だった。

　先般、復興住宅入居予定

者に聞いたところ、間取り

の図面を示されたが仮設と

余り変わらないとがっかり

していた。

　仮設を出て行くすべての

世帯が自宅に戻るわけでは

ない。最後の最後まで、今

後の身の振り方を決めかね

ている世帯もあり、不本意

ながら地震前とは違う新た

な生活を選択せざるを得な

い世帯も少なくない。

　避難した72世帯のうち、

実質自宅に戻るだろう世

帯は 55 世帯止まりと見て

いる。中でも一番奥の浅布

行政区は住民登録している

31 世帯中 15 世帯まで届

くかどうかだし、高齢化率

は 48.48% だ。

　そのために会としても要

求し、市の復興計画に盛

り込んで貰った集落支援員

制度の活用がポイントにな

る。市が集落支援事業とし

て花山の各行政区長に示し

た内容は、国のマニュアル

どおりを踏襲しており、こ

の事業に集落支援員や行政

がどう関わるかの説明がな

いまま、行政区としてこの

事業を受けるかどうか回答

しろというものだった。

　住民が主体的に活動すべ

きというのはわかるが、高

齢化率 50% 近い地区住民

に、地区の現状を把握し、

課題を抽出整理し、行動計

画を作成して実施する事業

を受けるかどうかと問われ

ても戸惑うばかりだ。

 事実、浅布行政区は会議

で検討したができないとい

う結論を出した。

　もっとも、比較的活発に

活動している花山中心部の

2 行政区は受けると回答し

たようだが。

　今、手を挙げられないで

いる行政区に必要なもの

は、支援事業そのものでは

なく、事業を通じてその地

域に行政や支援員が積極的

に関わり、住民の主体性を

盛り立てて行こうとする

行政側の姿勢だと思うのだ

が。

復興にほしい
地域の声聞く姿勢

地震直後、道路をふさいだ
土石と樹木

う早く入

居条件を

公 表 し、

処理して

欲しい旨

話したこ

とがある
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「重要な支援員の存在」
中越の経験 花山の復興に新視点

　中越防災安全推進機構の稲垣文彦復

興デザインセンター長は岩手・宮城内

陸地震から 2 年の 6 月 13 日に栗原市

花山地区で集落支援員制度について講

演（花山震災復興の会主催）し、住民と

支援員が手を携えて粘り強く復興に取

り組むためのポイントを話した。これ

は稲垣センター長の講演要旨である。

　地震によって加速した過

疎高齢化による中山間地のコ

ミュニティの持続可能性をい

かに獲得していくかというこ

と。これが我々の課題だ。

　中山間地のコミュニティ

にはまず、危機感が顕在化

した。2 番目は外部とのつ

ながりができた。3 番目が

柔軟な財源として復興基金

の活用が可能となった。一

方で、4 つの課題があった。

　1 つが閉塞性、外の人を

受け入れない。2 つ目が依

存性、何かに依存する、と

くにオカミ頼みがある。3

つ目は保守性、昔ながらの

考えで昔からの物事の決め

方が続いている。4 つ目は

あきらめ感、もう何をやっ

てもダメだという考え。

　こういう意識を変えて住

民主体の復興にしていく。

　花山地区は復興基金とい

う仕組みができていないが、

ここで大きいのは集落支援

員が設置されることだ。

　これから 1 年から 2 年

かけてじっくりと支援員の

方々が次の点を押さえるこ

とが大事だ。

　それは、急激な過疎高齢化

が進んでいることだ。世帯数

が減っていく。そういう現実

のなかで大事なことは、誇り

を取り戻すこと。地域の誇り

を取り戻すことだ。それから

お一人おひとりの誇りを取

り戻すことだ。

　人と人がつながり合って

何らかの役割意識が生まれ

て、人に認められて、そこ

で自分で何かしょうという

気持ちになってくる、とい

うことだ。

　人と人のつながりの中で

認め合うのが大事だ。そこで

他人がいなければ、自分のよ

さを認めてもらえないのだ

から、他人をどう作り出すか

が課題となる。ここで外部の

人が必要となり、集落支援員

がその1人なのだ。

　おばあちゃんと集落支援

員は認め合う関係になる。

何かを支援していきましょ

うという関係ではない。こ

れが大事なことなのだ。

　課題解決が大事なのでは

ない。課題解決に向けた

プロセスの共有が大切なの

だ。集落の住民の方と一緒

に考え続け、一緒に悩み、

一緒に失敗し、一緒に成功

する、これが大切だ。

　支援員が住民の信頼を得

るために手厚い支援をす

る、これは危険だ。そこに

また依存関係を生み出して

しまう。あくまでも集落の

自立を目ざした支援が必要

なのだ。

　同時に集落支援員と行政

機関との連携、地域づくり

を集落支援員にまかせっぱ

なしはよくない。公務員の

方も一緒に悩まなければな

らない。公務員参加型の地

域づくりが大切だ。

　集落支援員を孤立させな

いでほしい。

　花山地区には 2 人いる

が、この 2 人にいろんな

課題が降ってくる。これ

を支えるのは集落の皆さん

であり、NPO の方であり、

行政の方なのだ。

す
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区
で
）

一緒に悩み体験蓄積
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いた。気象庁は早くから一

時帰島の可能性に言及して

いたし、火山ガスの専門家

も「ガスマスクがあれば上

陸は可能」と進言していた。

上陸が無理でも、ヘリなど

で住民に島を見てもらうこ

ともできたはずだ。

　災害対策は被災者のため

にある。行政は被害把握や

復旧、避難所運営などと同

等に、「留守宅を案じる住

民に（映像でもいいから）

早く見せる」「一時帰宅を

早期に実現する」「滞在時

間を徐々に長くする」よう

力を入れるべきだ。

　被災者はこの目で被害を

確認して判断材料を得る。

放置した冷蔵庫から漂う腐

臭に驚きながらも「やっぱ

りわが家がいい」と見せた

笑顔が印象に残る。生活再

建の決意を新たにしてきた

過去の被災地から学びた

い。

（共同通信社会部）

　岩手県と秋田県境に近い

宮城県最北部の栗駒山（標

高 1627.4m）。 栗 原 市 耕

英地区は、その麓の標高

600m にある集落です。イ

チゴや大根の栽培、イワナ

の養殖、温泉と観光、四

季折々豊かな自然に恵まれ

た暮らしが、2008 年 6 月

14 日の岩手・宮城内陸地

震で一変しました。

　震災から 2 年を迎える

にあたり、災害の記憶が風

化しないように、また被災

地の問題解決の糸口になれ

ばと、被災住民自らが地震

体験の記憶を記録

誌「山が動いた」

= 写真 = を作り

上げました。被災

住民 34 人の証言

と耕英地区の魅力

が凝縮された一冊

です。発行は「く

　火山噴火や、集落が孤立

しやすい中山間地の地震で

は、自宅や古里から長期間

離れることを余儀なくされ

る。わが家に近づけない被

災者の心情に沿った対応が

なされてきただろうか ?

　岩手・宮城内陸地震の

13 日後、宮城県栗原市耕

英の住民が自衛隊ヘリで一

時帰宅した。滞在は数時間。

ヘリが地区に着陸後、住民

は自宅へ走った。やりたい

ことはたくさんあるのだ。

　換気、散乱した破片の片

付け、イワナに餌やり、イ

チゴ摘み ...。持てるだけの

荷物を手に「必ず戻ってく

る」と目を潤ませた人もい

た。震災で畑などを離れ、

「何もすることがなく、テ

レビを見ているなんて人生

で初めて」だった住民。古

里に元気をもらい、避難所

が活気づいた。

　地震の 3 週間後、栗原

市花山地区の避難所で自衛

隊ヘリによる被災地の上空

映像が上映された。ある女

性は「こんなになっている

とは ...。もっと早く知りた

かった」と唇をかんだ。

早く帰島ができなかったの

か」と嘆いた。

　その4か月前に森喜朗元

首相や報道陣が上陸。砂防

工事で多数の作業員も島に

耕英の被災者の記録集
「山が動いた」出版

りこま耕英震災復興の会。

（青木ユカリ / コミュニ

ティ・ワークス）

所澤 新一郎

　花山の一時帰宅で市は

長期間、滞在許可を 2 ～

3 時間にとどめた。あっ

という間 に過ぎる

時間。掃 除だけで

なくキノ コの作付

けもした い―。国

道 の 復 旧 が 進

み、好天 続きで二

次災害の 危険はな

いのにと 不満が高

ま っ た。 市は「安

全のため ぎりぎり

の 時 間 だ」との

見解だっ たが、な

ぜ2時間 なのか ?

合理的な 説明はな

く、硬 直 した運用

が 続 い た。

　10 年 前に噴火

した三宅 島で一時

帰島が実現したのは全島避

難の10か月後。ある男性

は土砂に埋もれた民宿を

見て「妻と今後のことを

話さないと。なぜもっと

な
ぜ
自
分
の
家
に
近
づ
け
ぬ
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　災害看護支援機構は日本

財団の後援で 3 月 30 日か

ら 4 月 10 日までハイチ支

援を行った。メンバーは 7

人で、上田はその一員とし

て 4 月 6 日まで参加した。

首都ポルトープランスの建

物全壊率は約 6 割、震源

地のレオガンは8割であっ

た。政府機関の建物も大半

は壊れており、行政機能も

著しく低下している。1 月

12 日地震（M=7.0）が起

こって、2 か月半以上経つ

のに瓦礫の処理は十分には

進んでいない。市内各所で

国連軍が警備にあたってい

たが、地震後の治安維持の

大きな力となっているよう

だった。

校庭にテントぎっしり
　先に現地入りしていた

CODE の海外メンバー（ク

ワゥテモックさん：メキシ

コ人）より支援場所が紹介

された。首都からレオガン

に進む途中にあるマリアニ

の小学校である。4 月 1 日

キャンプ地に入った。校庭

にはテントがぎっしり張ら

れており、601 世帯、2,763

人が暮らしていた。水は 1

日 1 回給水車が運んでく

る。トイレは3か所に各々

4 つずつしかない。掘った

穴の上を簡易式の蓋で覆っ

ている。シャワーはない。

食糧供給は 2 月 14 日より

なくなった。診療所はなく、

海外医療 NGO がこれまで

数回支援に訪れたのみであ

る。

　現地のリーダーに地震後

の医療について聞いたが、

「直後は自分たちで対応し

た。重傷の患者はアメリカ

の医療船に連れて行った。」

と答えた。調べてみると米

軍の病院船コンフォート

（1000 ベッド）は 1 月 20

日（発災 9 日目）より活

動を開始していたが、それ

まで医療は無かった。

2 日間で 153 人診察
　4 月 2 日と 3 日の 2 日

間支援を行うことになっ

た。現地の看護師 3 人と

青年医師の協力を得ること

ができた。看護師は近くの

結核病院（病院は全壊のた

めテントで入院継続）に勤

務しながら当地で支援活動

をしていた。青年医師は病

院がつぶれ職を失ったが、

NGO とボランティア活動

をしているところをクワゥ

テモックさんと出会い、

我々の活動に合流してくれ

ることになった。

　診察はハイチの医師に任

せたが、1 日目の診察数は

53 人であった。2 日目は

評判を聞いて近隣の住民も

受診したため 100 人を数

えた。多い病態は下痢、か

ぜ、胃痛、発疹、寄生虫、婦人

科感染症などであった。重

症のマラリアの患者も運ば

れてきた。青年医師は「環

境の悪化で病気が増えてい

る。ここにない薬が必要な

人には処方箋を書いたが、

お金がないから薬局へいか

ないだろう」と語った。

復興の道は遠い
　疾患の大部分は感染症で

あり、衛生的な環境であれ

ば予防できる。そのために

は水、食糧、トイレだけで

なく住宅が求められる。し

かし現地では公園や校庭だ

けでなく、道路の中央分離

帯にまでテントやバラック

が建てられている。建設場

所の確保から困難を抱えて

いる。さらに大半の国民の

年間所得は 3 万円、失業

率 6 割といわれる。仕事

をどう増やすのかも大きな

課題となっている。国連が

リードして現地政府を支援

し復興策が進められること

だろうが、道は遠い。 

いまも過酷な生活
臨時の診療所に住民続々

「薬局」で投薬の仕事をする
筆者
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　2002 年 4 月から毎月第

2 土曜日、70 歳以上だけ

で暮らす日野町の高齢者を

誕生月に訪問し始め、9 年

目のこの 7 月で 100 回を

重ねた。

　当初から、（1）高齢者

の見守り : 誕生祝いで喜ん

でもらうとともに、生活課

題を把握・解決する、（2）

ボランティア活動の推進 :

子どもを含め誰でも参加

でき、誕生プレゼント作り

などで諸団体との連携を図

る、を趣旨としていたが、

継続するうちに実感してき

たことがある。「支え支え

られる私たち」という認識

の大切さだ。

◇

　「弱者」と括られる場面

も多い、被災者、高齢者、

不登校の若者、授産施設の

通所者などが、そうした括

りとは関係なく、プレゼン

ト作りや訪問活動にボラン

ティアとして参加し、支え

る側としての自分を実感し

ていることなどがわかりや

すい例だが、他にも随所で

こうした実感がある。

　高齢者はボランティアの

訪問を笑顔で受け入れ、生

活状況や困りごとを話すと

ともに、訪問を喜び励ますこ

とでボランティアの意欲を

高め、活動の推進に一役買っ

ていただいている。「高齢者

の継続的なケア」という趣旨

の実現に腐心し一方通行で

あったら、活動はこれほど続

かなかっただろう。

　訪問活動には、核となる

メンバーも欠かさず参加で

きるわけではない。都合が

悪い月、健康や家庭の事情

などでしばらく参加できな

い場合もあるが、他の参加

者が補い、都合がよくなっ

たらまた参加している。企

画そのものが、それぞれの

助けによって成り立つ参加

形態になっている。

◇

　中山間地の集落で被害が

大きかった鳥取県西部地震

では、住宅の再建・補修等

への公的な支援により「今、

困っている人のための復

興」に努め、人口流出を食

い止め被災による直接的な

地域崩壊を防いだ。だが、

地域力が低下して久しい中

山間地の暮らしの継続のた

めには、精神的な、そして

生活課題を解決する実践的

な支えも必要だった。

　一方、被災直後から、「人

様に迷惑をかけてはいけな

い」など助けを受けること

を善しとしないモラル、人

の出入りが少ない中山間地

であることに加え被災後の

悪徳業者の横行もあり見慣

れぬボランティアへの警戒

心もあった。これらは当初、

支援を必要としていても受

け入れにくい状況を生んで

いて、被災後に地域コミュ

ニティを再生していくため

には、気軽に助けを求めら

れる状況作りが必要だっ

た。

◇

　「受援力」とも言われる

力が発揮されるためには、

誰もが地域で、社会で、支

える存在であり支えられる

存在であることを実感して

いる必要があるのではない

か。これが、私たちが問題

意識を持ち、活動を通して

実感してきたことだ。

　日野町では、町外の大学

生の力も借り集落を越えて

相互支援する試みや、Iター

ンの若い新規就農者が地域

の力になるなど、新しい風

も吹いている。「鳥取県西部

地震展示交流センター」で

は、災害時の課題、復興期

から「災害にも強いまちづ

くり」の取組み事例として

紹介もしている。鳥取県西

部地震から 10 年、節目で

はあるが区切りではない。

日野町の高齢者

誕生月訪問が100回
支え支えられるを実践

＊10年目を迎える10

月 5 日・6 日に、鳥取

県と関西学院大学災害

復興制度研究所の主催

で、「鳥取県西部地震か

ら10年フォーラム」が

開かれる。「中山間地の

地震対策」などをテー

マに、5日は日野町で、6

日は米子市で車座トー

クやパネルディスカッ

ションなどを行う。ぜ

ひご参加ください。

諸団体も一堂
に会し、活動
趣旨や状況の
共有（2010年
3月）
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とっては「天災は覚えきれ

ないほどやって来る」とも

いえるだろう。だからこそ、

被災地同士が経験交流を重

ねてネットワークを編み上

げ、粘り強く長期にわたっ

て活動し、発信し続けるこ

とが何よりも必要なのだと

　日本災害復興学会は、5

月に三宅島を訪問して第1

回被災地研修会を行った。

三宅島は大噴火から10年、

帰島から5年の節目を迎え

ているが、いまだ雄山の火

山ガスが止まらず、立ち入

り禁止地区もあり、本格的

な復興を前に課題が山積し

ている。同研修会には学会

から室崎益輝会長はじめ10

人が参加、三宅島で平野佑

康三宅村村長ら村の幹部、

火山ガスの高濃度地区から

石井節美・三池地区住民復

興協議会会長ら3人が出席

し、時間をかけてじっくり

と意見交換をした。

　同村の復興計画は1.島民

のくらしの再建を最優先と

した「生活再建」2.島の文

化や伝統を生かした地域振

興3.災害に強い島づくりを

目指した「防災しまづくり」

─の3つの柱を中心に取り

組んでいる。

　会議ではおおむね、地盤沈

三宅島で被災地研修会
復興課題で意見交換
火山ガスの噴出続く

※学会現況（2010年7月30日）
現在の会員  294
正会員 270・学生会員 14
購読会員 4・賛助会員  6

編集後記

　「天災は忘れた頃にやっ

て来る」というが、日本列

島全体、あるいは全地球規

模でみれば、それどころで

はなさそうだ。むしろ、直

接に被災していない人々に

んでいる。このため土産物

や民宿関連の商業の立ち直

りが遅れているなどのマイ

ナスが目立っているという。

　復興学会側からは「三宅島

の噴火災害はもう終わった

のだ、と世間に思われるのが

一番マイナスだ。メディア

の協力なども得て、現状を

発信していかなければいけ

ない」という意見もあった。

　室崎会長は「復興学会と

しても戻りたいという気持

ちを理論的に認めていかな

いといけない。生まれた土

地で死にたいというのは大

変大事なことだ。そしてガ

ス濃度の問題もあるが、5

年先には戻るのだというこ

とを決めて、計画的に整備

していかなければいけない

のではないか」と指摘した。

つくづく感じる。阪神・淡

路大震災から15年、学会

大会であらためて「震災障

害者」にスポットをあてる

ことになった。復興学会の

面目躍如、と評価されるだ

けの大きな成果を勝ち取り

たいと願っている。（i）

下が起こり防災

面からの不安の

強い坪田・三池

地区の対策と、

今後の島づくり

について意見交換をした。

　坪田・三池地区は高濃度

地区の指定が解除されてい

ない唯一の地区だ。2009

年9月に行政と住民で「三

池再生プラン」をまとめた。

それによると、行政が土地

を買い取り、地盤をかさ上

げして集落を再生するとい

う案だが、その進捗ははか

ばかしくない。

　同地区の住民である石井

さんは「1日も早く帰って、

自分の家で死にたいという

ひとが多い。そういうひと

が早く帰られればいいなと

思っている」と言う。

　一方の産業振興は、火山

ガスの噴出が続いて産業の

要の「観光」が、噴火前には年

間8、9万人あったのが現

在は5万人水準まで落ち込

立ち入り禁止の坪田・三池地区でボロボロ
に傷んでいく家屋


